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【Abstract】
　In　recent　years，　a　construct　of　diversity　gathers　attention　in　practical　field　because　of　changing　in
management　environment．　There　are　an　increasing　number　of　firms　and　organizations　that　address
managing　diversity．　These　practical　attentions　affect　diversity　literature，　a　great　deal　of　research
has　been　conducted　to　consider　the　effects　of　diversity．　However　existing　research　has　yielded　in－
consistent　results　about　the　effects．　Therefore　findings　about　the　effects　of　diversity　may　be　stag－
nant　in　contrast　to　increasing　practical　and　academic　attentions．　Based　on　these　situations，　it　is　an
appropriate　time　in　diversity　research　to　clear　what　we　know　and　what　unmentioned　issue　is　in　the
literature．　So　this　paper　wil1　review　existing　diversity　research　and　present　important　unmentioned
issue．　After　pointing　unmentioned　issue，　I　will　examine　whether　the　unmentioned　issue　is　worth
considering　as　future　direction　in　diversity　research．
【Key　Words】diversity，　attribute，　typology，　main　effect，　main　effects　approach
問題提起
　現在，企業を取り巻く環境は加速度的に変化しており，それに伴い個人が働く職場もまた日々変
化している。この現代における職場の変化のトレンドをAshkanasy　et　al．（2002：308）はグロー
バリゼーション，サービス経済，技術，知識労働の4つを用いて指摘している。例えば，グロー
バリゼーショソの進展によって組織は地理的に多様になり，国境をまたいだ労働者の移動が自由と
なり，幅広い顧客と効果的に交流する必要性が増している。また先進国においてはサービス経済が
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国家経済においてより大きな部分を占めるようになっている。技術的な側面では，効率性を向上す
ることを目的としたコミュニケーション分野の技術向上が生産やサービスに必要とされる時間を減
少させ，個人がこれまで決して出会うことのなかった人と共に働く可能性が高まっている。さら
に，現代の職場はますます従業員の知識やスキル，能力，態度などに依存するようになりつつある。
　この職場の変化の時代の中で，近年，ダイバーシティ1（diversity，労働力の多様性）という概
念に注目が集まっており，数多くの企業や組織でダイバーシティを意識した取り組みが行われてい
る。例えば従業員数が平均10，000人のアメリカ企業265社を対象にした調査では，55％の企業がダ
イバーシティに関する部門を持っており，80％を超える企業がすべてのレベルの従業員に対して
必須または任意のダイバーシティに関するトレーニソグを行っていることが明らかになった。こう
したダイバーシティに関する事業の市場規模は80億ドルを超えている（Anand＆Winters，2008：
356）。同様の傾向は日本でも確認されており，外国人を現地法人ではなく日本法人で採用した
り，女性を積極的に管理職へ登用したりとアメリカなどと比較するとその取り組みは遅れを取って
いると言わざるを得ないが，ダイバーシティに対する認知や取り組みは確実に広まりつつあるとい
えるだろう。
　このような近年の実務面からのダイバーシティに対する注目はダイバーシティを扱った学術的な
議論にも影響を与えており，現在，組織行動論や人事労務管理論など様々な学問領域においてダイ
バーシティに対する注目が高まっている。しかしダイバーシティが組織や集団に対してどのような
効果を与えるのか，あるいはどのようなプロセスを経てその効果をもたらすのかはいまだ明らかに
なっていない（van　Knippenberg＆Schippers，2007：516）。例えば，ある研究者たちはダイバー
シティが創造性やイノベーションを刺激するなど好意的な効果をもたらすと予測しているのに対し
て，もう一方の研究者たちはダイバーシティが感情的なコンフリクトや意見の違い，集団の機能の
消滅といった悲観的な効果をもたらすと予測している（Harrison＆Klein，2007：1199）。　Horwitz
＆Horwitz（2007：988）はこれらの一貫しない既存研究を踏まえて，従来のダイバーシティを扱
った研究はダイバーシティが組織や集団にどのような効果を持っているのかに関して明確なコンセ
ンサスを提供してきたとは言えないと評価している。以上の指摘からも明らかなように，ダイバー
シティ研究は，その注目の高まりとは対照的に，学術的成果の面では停滞が見えっっあると理解す
ることが可能であろう。こうした状況下においてダイバーシティ研究を前進させるためには，我々
が何を知っており，何が議論されていない重要な論点かを明確にすることが有効である。
　そこで本稿では，既存のダイバーシティ研究に対してレビューを行い，既存のダイバーシティ研
究の経緯を把握した上で，既存研究では未言及の重要な論点を抽出することを目的に議論を行う。
本稿では以上の目的を達成するために以下のように議論を展開する。まず次章では本稿の主要概念
1労働力の多様性を扱う研究分野では労働力の多様性を意味するdiversityは通常「多様性」ではなく「ダイバー
シティ」と表記する場合が多い。よって本稿も既存研究の慣行に従い「ダイバーシティ」という表記を用い
　る。
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であるダイバーシティの概念を明確にする。2章では既存のダイバーシティ研究に対してレビュー
を行い，どのような背景からダイバーシティに関する議論が登場し，どのような経緯を経て発展し
たのか，さらにはダイバーシティ研究が現在どのような状況下にあるのかを確認する。3章では2
章のレビューで確認された内容を参考に既存研究で未言及の論点を指摘する。さらにその論点がダ
イバーシティの効果を説明する試みにおいてどのような影響を持っているかの考察を通して，その
論点をダイバーシティ研究における今後の展開として扱うことの意義を検討する。
　以上が本稿の構成であるが，Joshi　et　al．（2011）によると，本稿のようなダイバーシティを扱っ
た議論には個人レベルや集団・ユニットレベル，企業レベルの3つの分析次元が存在する。本稿
ではこれら3つの分析次元の中でもダイバーシティを扱った研究の中で最も主流の分析次元であ
り（Harrison＆Klein，2007；van　Knippenberg＆Schippers，2007），他の分析次元と比較すると数
多くの研究が蓄積されている集団・ユニットレベルを想定して議論を進めていく。なお既存研究で
は多くの研究が集団やワークグループ，ワークチームを同一の概念として扱っているため（e．g．，
Horwitz＆Horwitz，2007），本稿も既存研究の慣行に従い，これらの概念を区別することなく同一
の概念として扱う。よって本稿において以下で用いられる集団やワークグループ，ワークチームと
いう言葉は集団・ユニットレベルに属する同一の概念を意味する言葉として使用している。
1．ダイバーシティ
　1．1定義
　ダイバーシティという言葉は社会的，特に実務では様々な意味を持つ言葉として使用されてお
り，その定義は非常に曖昧である。しかし学術的な議論ではダイバーシティとは個人の持つ属性を
対象とする概念として使用されている（谷口，2009：19）。
　谷口（2005：41－43）によると，そのダイバーシティの定義は研究する立場や研究分野によって
異なるが，現在ダイバーシティには大きく分けて2つの代表的な定義が存在している。一つ目の
定義はEly＆Thomas（2001：230）の「2人以上の個人から成るグループの特徴であり，典型的
に一つの種類またはその他の人口統計的相違を意味するもの」という定義である。ここでの人口統
計的相違とは人種・民族や性別，社会階級，宗教，国籍，性的傾向といった文化的なアイデンティ
ティを構成するものにおける相違を指している。この定i義はマ・fノリティの地位向上を目的とした
定義であり，ダイバーシティの定義の適応範囲をそれら一部の属性に限定しているのが特徴的であ
る。
　もう一つの定義はJackson　et　al．（2003：802）による「ワークユニットの中で相互関係を持つ
メソバー間に存在する個人的な属性の配置の状態」という定義である。この定義は先ほどの定義と
は異なり，個人やグループ，組織におけるダイバーシティの効果を考察することを目的とした定義
である。したがって，グループ内でより優位または不利という意味で特定のタイプを指すことは無
い。そのためこの定義を用いる際には，異質性や同質性などの尺度が用いられ，個人が持つあらゆ
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る属性がダイバーシティの範疇となる。
　本稿はダイバーシティの効果を議論の対象としており，Ely＆Thomas（2001）のような特定の
マイノリティの地位向上を目的とはしていない。そのため，上記の2つの代表的な定義の中では
後者の定義を採用することが望ましいと考えられる。よって本稿ではダイバーシティを後老の意味
で用いる。
　なお本稿のダイバーシティの定義だが，この定義はある一つのワークユニットにおいてある一つ
の属性が配置されている状態をダイバーシティと定義している点を強調しておく必要がある
（Harrison＆Kle三n，2007：1200）。近年，複数の属性の組み合わせやその関係性から結果変数に対
する効果を理解しようとする研究が注目を集めているが（e．g．，　Bezrukova　et　a1．，2009；Thatcher＆
Pate1，2012），本稿ではこうした複数の属性間の関係から結果変数に対する効果を理解することは
考慮しておらず，本稿におけるダイバーシティとはあくまで一つの属性が対象の中でどのように配
置されているかを表す概念として用いている。
　1．2個人の持っ属性の次元と分類
　ダイバーシティの議論の対象が性別や人種・民族など一部の限られた属性だけだと勘違いされる
ことがあるが（谷口，2005：44），前節のJackson　et　al．（2003）の定義のように，個人の持つあ
らゆる属性がダイバーシティの議論の対象となっており，その属性は多岐にわたっている。それに
伴い，研究者たちは様々な基準で個人の持つ属性の分類を試みている。ここではその属性の分類に
関して，認識のしやすさ（visibility）による分類と仕事との関係性（job　relatedness）による分類，
そしてこれら2つを統合した分類方法を紹介する。
　まず代表的な分類方法の一つとして，属性の認識のしやすさを基準とした分類がある（Milliken
＆Martins，1996）。ここでの認識のしやすさとは，属性が容易に集団のメンバーによって観察され
る程度を指しており（Pelled，1996：615），その程度に応じて個人の持つ属性を表層的次元（sur－
face－leve1，0bservable　diversity）と深層的次元（deep－1evel，　nonobservable　diversity）とに区別す
る。表層的次元におけるダイバーシティとは目に見えて識別可能な次元におけるダイバーシティで
あり（谷口，2005：43），典型的に身体的特徴を反映し，明白かつ，生物学的な特性におけるメン
バー間の相違と定義されている（Harrison　et　al．，1998：97）。この次元には年齢や性別，人種・民
族などの属性が含まれる。もう一方の深層的次元とは明らかに判別可能なものではなく，外部から
は識別しにくい次元である（谷口，2005：43）。この次元は表層的次元と比較するとより個人の解
釈を前提としており，より変わりやすいという特徴を持っている（Lawrence，1997：6）。この次
元に含まれる具体的な属性としてはパーソナリティや価値観態度，嗜好，信条などである。
　2つ目の基準は，仕事との関係性による分類である。Pelled（Pelled，1996；Pelled　et　al．，1999）
は個人が持つ属性を仕事との関係性の基準で分類し，属性を仕事に関係する次元（highly　job－
related　diversity）と仕事に関係しない次元（less　job－related　diversity）とに分類した（Webber＆
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Donahue，2001：142）。ここでの仕事との関係性とは，属性が直接的に認知的課題に関連するパー
スペクティブやスキルを方向づける程度のことを指しており，Jackson＆Joshi（2010）が採用す
る関係性志向（relationship－oriented）の次元と仕事志向（task－oriented）の次元の分類もこの仕
事との関係性に基づく分類と指摘することができる。ここでの仕事に関係する次元とは仕事に関係
する結果やパフォーマンスにより強い影響を与えると想定される次元のことであり，具体的な属性
としては機能的背景（functional　background）や学歴などが含まれる。また仕事に関係しない次
元とは集団のタスクにあまり密接に関係していない次元のことを指し，具体的な属性では年齢や性
別，人種・民族などがこの次元に含まれる。
　最後に，近年数多くの研究者たちは上記の2つの分類方法を統合した方法において個人の持つ
属性を分類している（e．g．，　van　Knippenberg＆Schippers，2007；Joshi＆Jackson，2003；Jackson＆
Joshi，2010）。例えばvan　Knippenberg＆Schippers（2007：519）は上記の2つの分類方法を統合
した分類方法を用いて個人の属性を人口統計的次元（demographic　diversity）と仕事に関係する次
元（job－related　diversity），精神的次元の3つの次元に分類している。またJackson＆Joshi
（2010：653－654）も2つの分類方法を組み合わせて個人の持つ属性を分類しているが，先ほどの
van　Knippenberg＆Schippers（2007）の分類と比較すると，　van　Knippenberg＆Schippers
（2007）の分類では表層的次元かつ仕事に関係する次元に関しての指摘がないのに対して，Jack－
son＆Joshi（2010）は部門の成員性や在職期間などの属性をこの次元に含めている点が特徴的で
ある。
　本稿では以上の属性の分類に関する既存の議論を踏まえて，図表1のように個人の持つ属性を
分類する。この分類方法では基本的にJackson＆Joshi（2010）の分類方法を踏襲するが，仕事に
図表1　個人の持っ属性の分類
仕事との関係性
関係性志向の次元 仕事志向の次元
■人口統計的次元 ■仕事に関係する次元（表層）
表 性別 部門の成員性???
年齢
l種
在職期間
相i
認 元 国籍 学歴
識 宗教 職能団体の成員性
の??
■精神的次元
　「｡仕事に関係する次元（深層）
す パーソナリティ 仕事に関する知識? ??
態度 組織的な知識
的 価値観 経験??
人種的アイデンティティ　　、幽 認知的能力
社会的アイデソティティ コミュニケーション・スキル
メソタル・モデル
出所：Jackson＆Joshi（2010：654）を参考に筆者加筆
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関係する次元に含まれる属性（専門性や在職期間など）の認識のしやすさの程度に関しては既存研
究において明確なコンセソサスが存在せず研究者によって分類が異なるため，仕事志向の次元に含
まれている属性をすべて同一の次元として分類している。よって表層的次元と関係性志向の次元と
を組み合わせた次元を人口統計的次元，深層的次元と関係性志向の次元を組み合わせた次元を精神
的次元と表現し，仕事志向の次元は認識のしやすさの程度にかかわらず仕事に関係する次元と表現
する。
　以上のように，ダイバーシティの効果を扱う研究は原則的には個人の持つあらゆる属性を議論の
対象にしており，それに応じて様々な分類方法が存在するのだが，実際のダイバーシティの効果を
扱った研究では主に性別や年齢，人種・民族，在職期間，学歴，機能的背景におけるダイバーシテ
ィに焦点を当てて研究が進められている（van　Knippenberg＆Schippers，2007：517）。
　1．3ダイバーシティの測定
　ダイバーシティの効果を分析する際，対象となる集団・ユニットに存在するダイバーシティをい
かに測定するかという問題が常に議論されてきた（e．g．，　Harrison＆Sin，2006）。このダイバーシ
ティの測定方法に関して，既存研究には大別すると客観的測定と主観的測定が存在する（van　Dick
et　al．，2008：1465）。
　ダイバーシティを扱った研究においては，現在まで主観的測定よりも客観的測定を用いてダイ
バーシティの効果を検討することが主流であり（Jackson＆Joshi，2010：655），多くの実証研究
が客観的測定を用いて検証を行なっている。具体的には変動係数や標準偏差，Blau　index（cf．
Blau，1977），　Teachman　index（cf．　Teachman，1980）などを用いてダ・イバーシティを測定するの
だが，Harrison＆Sin（2006：210）は従来の実証研究を考察した結果から，ダイバーシティとそ
の効果との関係性を扱う際には，それぞれの属性に適した測定方法を用いる必要があると指摘して
いる。例えば，年齢や在職期間といった比例尺度の属性を測定する際には変動係数を用いることが
望ましく，性別や人種・民族，専門知識といったカテゴリー変数にはBlau　indexやTeachman　in－
dexを用いることが望ましいと主張している。
　一方，ダイバーシティの主観的測定とは個人の知覚を重視したダイバーシティの測定方法であ
る。現在まで主流の測定方法である客観的測定はダイバーシティが集団のメンバーに認識され，そ
れらが結果変数に影響を与えていることを想定していた。しかし，これらダイバーシティの客観的
な測定ではダイバーシティのすべての要素を含むことができず，また特定のタイプが顕著である可
能性がある。よって客観的測定は個人が知覚したダイバーシティとは同じだとは言い切れないと
Hobman　et　al．（2004：562－563）は指摘している。そのため，主観的なダイバーシティは客観的
なダイバーシティよりも独特かつ核心をついた説明力を持っていると主張する研究者も多い
（Harrison＆Klein，2007：1216）。
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2．ダイバーシティ研究
　前章で指摘したダイバーシティ概念を用いて，ダイバーシティの効果を考察する研究領域がダイ
バーシティ研究である。本稿ではそのダイバーシティ研究を「ダイバーシティが組織や集団に与え
る効果を説明することを目的とした研究」と定義している。ここで重要な点とは，本稿のダイバー
シティ研究とはダイバーシティに関する他の研究領域，特にダイバーシティ・マネジメント研究と
は明確に区別されうるという点である。本稿におけるダイバーシティ研究がダイバーシティ概念そ
のものに注目し，それが結果変数に対して与える効果を考察の対象としているのに対して，ダイ
バーシティ・マネジメント研究は企業や組織が多様な人材を活用するために行う取り組みであるダ
イバーシティ・マネジメント（diversity　management）を研究対象としている。そのため両研究領
域は互恵的ながらも明確な相違が存在する。しかし谷川（2012）が指摘するように，既存研究に
おけるいくつかの研究では，特に日本においては，このダイバーシティ研究とダイバーシティ・マ
ネジメント研究の区別が明確に行われておらず混同して扱われている。本稿では両研究領域を明確
に区別し，ダイバーシティ研究の視点から議論を展開する。
　2．1ダイバーシティを扱った議論の歴史とダイバーシティ研究の登場
　ダイバーシティに代表されるいわゆる労働力の構成は1950年代まで労働者を対象にした研究に
おいて重要なトピックではなかった（Ashkanasy　et　al．，2002：309）。しかし，1960年代，特に
1964年の公民権法第七編の制定と雇用機会均等委員会の設立からアメリカにおいてダイバーシテ
ィに関する議論が開始される。そのため，この時点をダイバーシティに関する議論の起源としてい
る研究者は多い（e．g．，　Ashkanasy　et　al．，2002；Jackson＆Joshi，2010，谷口，2009）。この公民権
法成立の翌年にアファーマティプ・アクションが成立し，1960年代はそれらの影響によって企業
が女性や有色人種といったマイノリティの雇用を増やしていた時代であった。この時代にダイバー
シティの議論として主に論じられていたのは，マイノリティ救済や格差是正を目指す議論であった。
　1970年代まで，アメリカ企業は多様な人材に対して門戸を開いていたが，自分たちの企業文化
に適合する人を期待するにとどまっていた。この段階で注目されたのがダイバーシティの尊重に関
する議論である。ここでのダイバーシティの尊重とは多様な人材を「我慢して採用・登用する」の
ではなく，「正しく評価する」ことを指しており，この段階は「われわれはすべて同等である」と
いう信念や価値観から，「われわれは，ひとりひとりが個性を持ち，だからわれわれは素晴らしい
のだ」という価値観へと変化した段階であるといえる（谷口，2005：47）。
　1980年代以降，ダイバーシティを扱う議論に組織行動論や戦略論を始めとする様々な分野の研
究者が参画し，ダイバーシティに関する議論の焦点がそれまでの格差是正やダイバーシティの尊重
といった議論からダイバーシティの価値を探る研究へと移行していった（谷口，2008：72；谷口，
2009：22）。この研究の移行に強く影響を与えたのがアメリカにおいて発行されたWorkforce
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2000やCivil　Service　2015といったレポートである。両レポートはともに将来のアメリカにおけ
る労働力の劇的な人口統計的変化を予測し，企業や組織にダイバーシティの課題に取り組むことを
強く促した（Ashkanasy　et　a1．，2002：309－310）。このレポート以後，ダイバーシティに関する議
論に競争力や競争優位性などの概念が頻繁に用いられるようになる。さらに本稿のようなダイバー
シティ研究がPfeffbr（1983）とHambrick＆Mason（1984）によって開始される（谷口，2008：
72）。その中でもHambrick＆Mason（1984）はトップマネジメントチームを対象に研究を行い，
トヅプマネジメントチームに存在する属性の構成が組織における戦略の方向性や経営成果に与える
影響及びその重要性を指摘した上で，従来とは異なる分野の研究者や様々な分野にまたがる研究
チームがダイバーシティの議論に参画し，ダイバーシティとその結果に関する相関の理解を深める
ことの必要性を主張した（谷口，2008）。こうして以後，ダイバーシティに関する議論はダイバー
シティと結果変数との相関に関する理解を促す議論が積み重ねられていくこととなる。
　2．2　ダイバーシティがもたらす効果
　前節のような時代背景から登場したダイバーシティ研究であるが，30年もの議論の蓄積があり
ながらも従来のダ・イバーシティ研究はダイバーシティがもたらす効果に関して一貫しない結論を導
き出してきた。このダイバーシティと結果変数との関係性に関して，Jackson＆Joshi（2010）は
既存研究に対してレビューを行い，様々な結果変数に対する既存研究の成果をまとめている。例え
ばダ・イバーシティとコンフリクトの関係性に関して，従来の理論研究では仕事志向の次元における
ダイバーシティはタスクコンフリクト（task　con且ict）と結びつき，関係性志向の次元におけるダ
イバーシティは関係コソフリクト（relationship　con且ict）と強く結びつくことが予測されていた。
しかし，実証研究ではこの予測を支持する実証研究が存在している一方で（e．g．，　Jehn　et　aL，
1999），この予測に反する結果を導いている実証研究も同時に存在しており（e．g．，　Pelled　et　a1．，
1999），先の予測が十分なコンセンサスを得ているとは言い難いと結論づけている。
　またダイバーシティとイノベーションとの関係性に関して，既存研究では後述する情報意思決定
理論の視点からダイバーシティがイノベーションに対してプラスの効果をもたらすことが理論研究
においては予測されてきた。しかし，実証研究においてはダイバーシティがイノベーションと有意
なプラスの関係性を持つことを導いた研究が存在する一方で（e．g．，　Bantel＆Jackson，1989），イ
ノベーションとの有意なマイナスの関係性を導いた研究も同時に存在しており（e．g．，　Randel，
2002），Jackson＆Joshi（2010）はダイバーシティがイノベーションに与える影響も先のコンフ
リクトと同様に一貫した結論を導き出しているとは言い難いと指摘している。
　さらに既存のダイバーシティ研究において研究成果の不一致が最も広まっている代表的事例がダ
イバーシティとパフォーマンスとの関係である（Joshi＆Roh，2009：601）。既存研究では多くの
理論研究や実証研究を通してダイバーシティとパフォーマンスとの関係性を説明することを試みて
きた。しかし，ダイバーシティがパフォーマンスに対して有益かどうかに関して，あるいはある次
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一64一
元や属性におけるダイバーシティが他の次元や属性におけるダイバーシティよりもパフォーマンス
に対してプラスの効果を持っているかどうかに関して，現在までシソプルな答えは存在していない
（van　Knippenberg＆van　Ginkel，2010：257）。例えば既存研究ではいくつかの研究がダイバーシ
ティがパフォーマソスに対してプラスの効果を持つと指摘している一方で（e．g．，　Ely，2004；van
der　Vegt　et　a1．，2005），もう一方の研究ではダイバーシティがパフォーマンスに対してマイナスの
効果を持つという結果を導いている（e．g．，　Jehn　et　al．，1999；Leonard　et　al．，　2004）。こうした従来
の研究成果を踏まえると，他の結果変数と同様に既存研究はダイバーシティとパフォーマンスとの
関係性に対しても明確なコンセンサスを提供してきたとは言えないと指摘することができるだろう
（Joshi＆Roh，2009：599）。
　このように従来の研究はダイバーシティの効果に関してシンプルな結論を導き出せていないのだ
が，この問題に対する研究者たちのアプローチは初期の頃と現在では異なる。初期の研究では多く
の研究者がダイバーシティの効果を属性が結果変数に対して持つ主効果（main　effect）の違いを前
提とした属性の分類を用いて説明しようとしてきた。ここでの主効果とはある一つの属性や次元に
おけるダイバーシティが他の変数とは独立して結果変数に対して与える効果のことを指しており，
このアプローチを採用した研究は主効果アプローチ（main　effects　approach）と呼ばれている
（van　Knippenberg＆Schippers，2007：518）。その主効果アプローチを採用した研究では，前章の
属性の分類の中でも仕事との関係性による分類で結果変数に対する主効果の違いが検討されてき
た。この議論には仕事に関係しない次元と想定されていた人口統計的または精神的次元におけるダ
イバーシティはパフォーマンス等に対してマイナスの効果を持っており，学歴や機能的背景のよう
な仕事により関係する次元におけるダイバーシティはプラスの効果を持つという命題が存在してい
た。この命題に存在していた理論的背景とは，後述するダイバーシティがパフォーマンス等に対し
てもたらすマイナスの効果を説明するソーシャル・カテゴリー化理論のプロセスは仕事に関係する
ダイバーシティよりも人口統計的次元におけるダイバーシティなどによって引き出されやすく，一
方でダイバーシティを情報資源へと転換する仕事に関係した情報やパースペクティブはより強固に
仕事に関係した属性におけるダイバーシティに結びついているだろうという考えであった（van
Knippenberg＆van　Ginkel，2010：260）。
　だが現在，主効果アプローチを採用した研究には多くの疑問が投げかけられている（e．g．，　van
Knippenberg＆Schippers，2007；Lawrence，1997；Williams＆0’Reilly，1998）。その一つとして
van　Knippenberg＆Schippers（2007：520）は文献レビューを通して，主効果の想定に基づく属
性の分類と結果変数における効果の違いとが無関係なことは複数のメタアナリシス（meta－analy－
sis）で支持されていると主張している。例えば，　Bowers　et　a1．（2000）は13の実証研究に対して
メタアナリシスを行い，性別やパーソナリティ，態度，能力の水準におけるダイバーシティを区別
し，パフォーマンスとの関係性を検証したが信頼できる効果の違いは見出せなかった。van　Knip－
peberg＆SchipPers（2007：518－519）はこうしたメタアナリシスの結果に基づき，ダイバーシテ
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イの効果を属性の分類のみによって説明する主効果アプローチの欠陥を指摘している。
　このような批判を踏まえて，近年のダイバーシティ研究は主効果アプローチのような属性の分類
のみを用いてダイバーシティの効果を説明しようとするのではなく，ダイバーシティと結果変数と
の間に調整変数（moderator）や媒介変数（mediator）を含めたより複雑なモデルを用いてダイバー
シティの効果を説明しようと試みている。例えばKearney＆Gebert（2009）は62の研究開発チー
ムに対して調査を行い，年齢や国籍学歴のダイバーシティとチームパフォーマンスとの関係性に
おける変革型リーダーシップ（transformational　leadership）の調整変数としての効果を検証して
いる。こうした複雑なモデルを採用する近年の傾向は叙述的レビュー（narrative　review）やメタ
アナリシスからも支持されており，例えばJoshi＆Roh（2009：599）はダイバーシティとパフォー
マソスとの関係性に影響を与えるコンテクスト2の重要性を指摘しており，またJoshi　et　al．
（2011：529）もダイバーシティと結果変数との間に存在し，ダイバーシティが持つ効果を方向づ
ける調整変数や媒介変数の効果を明らかにすることはダイバーシティ研究の重要なテーマの一つで
あると指摘している。
　2．3理論べ一ス
　前節で指摘したように，既存研究ではダイバーシティの効果に関して，現在までシンプルな結論
は導き出せていないのだが，ダイバーシティの効果を扱ったダイバーシティ研究には主に3つの
理論ベースが存在しており（Williams＆0’Reilly，1998：83－87），既存研究における大部分の研究
がこれら3つの理論ベースに基づいてダイバーシティの効果を説明しようと試みている。それら3
つの理論ベースとはソーシャル・カテゴリー化理論（social　categorization）と類似性アトラクシ
ョン理論（similarity－attraction），情報・意思決定理論（information　and　decision　making）である。
　一つ目のソーシャル・カテゴリー化理論とは，ワークグループにおけるメソバー間の相違が内集
団や外集団のようなグループ・プロセスを混乱させるかもしれない他者との分類を発生させること
を示した理論である。その基本的な前提とは，人々の間に存在する相違はソーシャル・カテゴリー
化の基礎，つまり自己や自分と似た他者（すなわち内集団）と自分とは異なる他者（すなわち外集
団）との間の区別の基礎を提供するということである（van　Knippenberg＆van　Ginkel，2010：
259）。谷口（2005：55－56）は，個人には自尊心を高く保ちたいという欲求があり，その自尊心を
保つ行動は，他人との社会的な比較を行うプロセスにおいてしばしば実行されると指摘する。こう
した自己カテゴリー化プロセスにおいて，人はグループ内での，もしくは他のグループとの区別を
最大化させ，他者をより魅力のないものだと理解しようとし，これにより人は固定観念的あるいは
自己満足的な期待を持つ。つまり人は年齢や性別，地位などの特徴を用いて，自己及び他者を社会
2ここではコンテクストを既存研究に従い「職場における現象が生起する状況的な環境（Joshi＆Roh，2009：
　601）」という意味で用いている。
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的に分類するのである。この理論はダイバーシティが高まることで浮き彫りにされる異質な集団は
対立する点に焦点を置いており，こうした内集団と外集団，他集団に対するバイアスや固定観念が
コミュニケーション障害を引き起こし，派閥抗争へと発展すると予測している。
　2つ目の類似性・アトラクション理論とは個人は似たような他者に対して魅力を感じたり，好ん
だりする傾向があること示す理論である（van　Emmerik＆Brenninkmeijer，2009：652）。バック
グランドが類似した人々は共通の人生経験や価値観をもっている可能性があり，そのことは相互の
交流を容易にし，互いを良い意味で強化するもの，好ましい物としてとらえる可能性があることを
意味している。このため，異種混合状態ではコミュニケーショソが減り，メッセージの歪曲が起
き，コミュニケー一一Lションにより多くのエラーが生じることとなる（谷口，2005：56）。この類似性
アトラクショソ理論はダイバーシティ研究においてはソーシャル・カテゴリー化理論を補足する理
論として捉えられているが，ソーシャル・カテゴリー化理論との違いとしては，ソーシャル・カテ
ゴリー化理論が主に社会的集団に焦点を当てているのに対して類似性アトラクション理論は個人間
の魅力の決定要素としてより個人間の類似性に焦点を当てている点が挙げられる（van　Knippen－
berg＆Schippers，2007：518）。この点においてソーシャル・カテゴリー化理論と類似性・アトラ
クショソ理論は異なる理論と指摘することができるが，本質的にソーシャル・カテゴリー化理論と
同一の予測をしており（van　Knippenberg＆van　Ginke1，2010：259），ダイバーシティ研究におい
てはしばしば同一のパースペクティブとして理解されている。
　上記の2つの理論がダイバーシティを負債として捉えているのに対して，3つ目の情報・意思決
定理論はダイバーシティを負債ではなく資産として捉えており，集団に対して恩恵をもたらす情報
や知恵などの源泉としてのダ・イバーシティに焦点を当てている（van　Knippenberg＆van　Ginkel，
2010：259－260）。この情報・意思決定理論では，人々の間の相違は仕事に関係した知識や視点な
どにおける価値ある相違に結びついていることを基本的な前提としており（van　Knippenberg＆
van　Ginkel，2010：259），グループの構成が多様である場合，ダイバーシティがもたらすスキルや
情報，知識の増加によりプラスの結果をもたらすと予測している（谷口，2005：55）。それはなぜ
なら，異質な人間が集まることで，互いに未知なる情報を分かち合うことが可能になるからであ
る。この理論を根拠とすると，より多様な集団は問題解決能力が高まり，独創性を発揮し，パフ
ォーマンス等にプラスの影響を与えることが予測される。
3．ダイバーシティ研究における未言及の論点
　前章では既存のダイバーシティ研究についてレビューを行った。その中で30年もの議論の蓄積
がありながらもダイバーシティの効果に関しては不一致が存在していることや，30年の間でダイ
バーシティの効果の説明するアプローチに変化が生じていることが明らかになった。ここでのアプ
ローチの変化とは，具体的には初期のダイバーシティ研究はダイバーシティの効果を説明するため
に，主効果アプローチと呼ばれる，主に属性の分類から結果変数に対する効果を説明するアプロー
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チを採用していたが，多くの研究者による批判から，ダイバーシティと結果変数との間に媒介変数
や調整変数を含めたより複雑なモデルを用いるアプローチへと移行したことを指している。
　こうしたダイバーシティの効果を説明するアプローチの変化を中心に既存のダイバーシティ研究
の経緯を理解しようとすると既存のダイバーシティ研究の経緯は主効果アプローチからの修正の経
緯として理解することが可能である。しかし，この主効果アプローチからの修正の経緯を意識した
上で，現在のダイバーシティ研究を考察してみると，一つの未言及の論点が浮かび上がってくる。
それは属性の分類に関する対立である。ここでの属性の分類に関する対立とは，具体的には，ダイ
バーシティの効果を説明する際，主効果アプローチのように，ある一つの属性におけるダ・イバーシ
ティが結果変数に対して主効果を持つという前提に基づき属性を分類し，その分類を用いてダイ
バーシティの効果を説明することが現在においても有効かどうかに関する対立である。
　この論点には2つの立場が存在している。一つ目の立場は属性の分類の有効性を否定する立場
である。この立場はvan　Knippenberg　et　al．（2004）やvan　Knippenberg＆Schippers（2007）を
中心に展開され，属性の分類がダイバーシティの効果を説明する試みにおいて未だ有効であると主
張する立場に対して疑問を投げかけている。彼らは先述した主効果アプローチに存在していた命題
に対して疑問を投げかけており，この命題は直感的には魅力があるが，メタアナリシスでは命題と
矛盾した結論を導き出していると指摘している。例えばBowers　et　al．（2000）は13の実証研究に
対してメタアナリシスを行い，性別やパーソナリティ，態度，能力の水準におけるダイバーシティ
を区別し，パフォーマンスとの関係性を調査したが，有意な結果を得ることはできなかった。また，
Webber＆Donahue（2001）も24の実証研究に対して，仕事により関連するダイバーシティと仕
事にあまり関連しないダイバーシティとの区別を行った上で，ダイバーシティとグループのパフ
ォーマンス，集団の凝集性（group　cohesiveness）との関係性に関してメタアナリシスを行ったが，
信頼できる主効果の違いを見いだすことはできなかった。
　さらにvan　Knippenberg　et　a1．（2004）は，ある特定の属性が仕事に関連しているかどうかを決
定することは容易ではないとの理由から属性の分類の有効性を疑問視している。その根拠として，
仕事との関係性を判断する上で一見したところ仕事に関係していないと考えられる属性でも仕事に
関連した情報やパースペクティブに関係していることが多いとvan　Knippenberg　et　al．（2004：
1017）は指摘する。例えば人事政策を展開する際，既婚者対未婚者や男性対女性，年配者対若年
者といった違いは，たとえ結婚歴や性別，年齢が典型的に人事政策の選択において関連がある基準
としてみなされなくても，従業員にとって何が重要かに対して異なる仕事に関係した知見を提供す
るかもしれない。このことは，仕事に関係しない次元として分類されている属性における相違が仕
事に関連した相違に結びついているかも知れないことを示している。また仕事に関係する次元にお
けるダイバーシティも一見したところパフォーマンス等にマイナス効果をもたらすソーシャル・カ
テゴリー化のプロセスと無関係のように思われるが，見えない相違も特定のコンテクストにおいて
は意味あるように理解され，ソーシャル・カテゴリー化の基礎として認識，形成される可能性があ
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ると彼らは主張している。こうした理由から彼らは属性を仕事との関係性という基準で分類するこ
との難しさを指摘し，その分類に基づく効果の説明に疑問を投げかけている。
　以上のような議論を経た上で，この立場を支持する研究者たちは主効果アプローチのように，属
性が結果変数に対して持つ主効果の違いを前提とした属性の分類はダイバーシティの効果を説明す
る試みにおいて貢献し得ないと結論付け，それまで主流であった主効果アプローチは破綻している
と言わざるをえないと指摘している（van　Knippenberg＆Schippers，2007：518－519）。
　もう一つの立場は属性の分類の有効性を支持する立場である。この立場を支持する研究者たちは
近年のダイバーシティ研究において強い影響力を持つHarrison＆Klein（2007）のダイバーシテ
ィ概念の再概念化を根拠とした議論と近年のメタアナリシスの結果の2つを根拠として議論を展
開している。Harrison＆Klein（2007：1200）はそれまでの一貫しない実証研究に対してレビュー
を行い，既存の実証研究において用いられてきたダイバーシティ概念は決して単一の概念ではなく，
3つの異なる概念が含まれており，それらがダイバーシティという一つの言葉で表現されてきたこ
とを指摘している。その3つの概念とは分離（separation），多様な個性（variety），不平等（dis－
parity）であり（釘原，2011），これら3つの概念は同じダイバーシティという言葉を用いている
ものの，ダイバーシティが持つ実体や形，ダイバーシティが最大となる状態，そして結果変数に対
して予想される結果がまったく異なっている（Harrison＆Klein，2007：1223）。彼らは従来の実証
研究がこの3つの概念を混同し，それぞれの属性に不適切な概念を想定し実証研究を行なってい
た点に既存研究における成果の不一致の原因を見出しており，実証研究を行う際にはそれぞれの属
性に適した概念を用い，またそのことを明示する必要があると指摘している。この個人が持つ属性
にはそれぞれ一つの適切なダイバーシティの概念が存在し，概念の種類によって結果変数に対して
予想される結果が異なるという主張は属性の分類の有効性を否定する立場の主張とは相対するもの
であり，分類の有効性を支持する研究者らが自らの主張の根拠として用いている研究の一つである
（e．g．，　Boone＆Hendriks，2009）。
　さらにvan　Knippenberg＆Schippers（2007）は属性の分類の有効性を否定する根拠の一つとし
て，Bowers　et　al．（2000）などを参考に属性の区別による結果変数に対する主効果の違いが従来
のメタアナリシスからは見いだせなかった点を挙げていた。しかし，これらのメタアナリシス以後
も属性の分類から結果変数に対する主効果の違いを検証するメタアナリシスが行われており，それ
らのいくつかは先のメタアナリシスの結果とは異なり，特定の次元や属性が他の次元や属性とは異
なる主効果を持つという結果を導いている（e．g．，　Horwitz＆Horwitz，2007；Joshi＆Roh，2009；
Bell　et　al．，2011）。例えばJoshi＆Roh（2009）はダイバーシティとパフォーマソスとの間に存在
するコンテクストの効果を分析する目的で1992年から2006年にかけて実施された39の実証研究を
対象にメタアナリシスを行なっているが，その過程でダイバーシティがパフォーマソスに影響を与
える主効果を分析している。彼らが属性を関係性志向の次元と仕事志向の次元とに分類して分析を
行った結果，関係性志向の次元はパフォーマンスに対して極めて僅かだが有意なマイナスの効果を
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持ち，仕事志向の次元はパフォーマンスに対して極めて僅かだが有意なプラスの効果を持つことが
わかった。これらの結果は主効果アプローチに存在していた命題と一致しており，このメタアナリ
シスの結果に基づいて属性を分類することの有効性を主張する研究者も存在する。
　以上の根拠に基づいて，この立場を支持する研究者たちは，主効果アプローチからより複雑なモ
デルへの移行は命題に基づいて属性を分類すること自体の有効性を否定するものではないとして，
ダイバーシティ研究においてその効果を説明するモデルが媒介変数や調整変数を含めたより複雑な
モデルへと移行していくことの意義を認めつつも，現在でも属性を分類して扱うことがダイバーシ
ティの効果を説明する上で有効であると指摘している（e．g．，　Bell　et　al．，2011）。
　本章では既存のダ・イバーシティ研究に対するレビューを参考に現在のダイバーシティ研究におけ
る未言及の論点として属性の分類に関する対立を指摘した。しかし，この未言及の論点がなぜダイ
バーシティの効果を説明する試みにおいて重要なのか。それはこの立場の違いがダイバーシティの
効果を説明するモデルの構築に決定的に影響を与えるからである。例えば，属性の分類を否定する
立場の中心的研究の一つであるvan　Knippenberg　et　al．（2004）はあらゆる属性におけるダイバー
シティがパフォーマンス等に対して潜在的にプラス及びマイナス両方の効果をもたらしうると仮定
し，特定の属性がパフォーマソス等に対してプラスまたはマイナスどちらか一方の効果をもたらす
とは仮定せずにモデルを構i築している。このvan　Knippenberg　et　al．（2004）のように，実証研究
を行う際，属性の分類を否定する立場は研究の対象となる属性の次元にかかわらず，それらの属性
におけるダイバーシティがパフォーマンス等に対して潜在的にプラス及びマイナスの効果を持つと
想定してモデルを構築している点が特徴的である。一方属性の分類の有効性を支持する立場である
Boone＆Hendriks（2009）は自らの実証研究の中でも機能的背景におけるダイバーシティ（func－
tional　background　diversity）とローカス・オブ・コントロールにおけるダイバーシティ（locus－
of－control　diversity）とを明確に区別し，前者は結果変数（パフォーマンス）に対してプラスの主
効果を持っているが，後者は結果変数に対してマイナスの主効果を持つことを前提としてモデルを
構築している。属性の分類を支持する立場は，このBoone＆Hendriks（2009）のように，それぞ
れの属性は結果変数に対して特定の主効果を持つことを前提としており，この前提から実証研究を
行う際にはそれぞれの属性に対応する命題に沿った効果しか検証していない。例えばダイバーシテ
ィとパフォーマンスとの関係性を扱う際，機能的背景や専門性といった仕事により関係した属性に
おけるダイバーシティを独立変数とする場合には結果変数に対するプラスの効果しか想定しておら
ず，性別や人種・民族といった仕事とはあまり関係しない属性におけるダ・イバーシティを独立変数
とする場合にはマイナスの効果しか想定せずにモデルを構築している。
　以上の実際の研究からも属性の分類に関する立場の違いがダイバーシティの効果を説明するモデ
ルの構築に決定的に影響を与えており，同一の理論的背景を持ちながらもこの属性の分類に関する
立場によってモデルが全く異なるものとなることがわかる。よって属性の分類，ひいてはダイバー
シティ研究においてそもそも属性をどのような前提のもとに扱うのかに関する議論はダイバーシテ
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イの効果を説明する上で非常に重要な議論である。
　しかし，この属性の分類を巡る対立に関して既存研究は十分な検討を試みていないのが現状であ
る。既存研究では研究者たちは自らが採用する立場を紹介する程度に留めており（e．g．，　Jackson＆
Joshi，2010），この論点に明確に言及している研究は存在しない。そのため従来の研究ではダイ
バーシティの効果を説明するモデルの違いに留意することなくすべて同一のダイバーシティ研究と
して扱われ，また蓄積されてきた。しかしダイバーシティの効果に関する理解を今後更に深めるた
めにはダイバーシティ概念を構成する属性をどのような前提のもとに扱うのかの議論を深める必要
があり，この点において属性の分類の議論がダイバーシティ研究における今後の展開として価値あ
る議論であることは明白である。
4．結論
　4．1本稿の議論と実務的インプリケーション
　近年ダイバーシティに対する実務的な注目に伴い，ダイバーシティを扱った学術的議論が日々盛
んに行われている。しかしダイバーシティが組織や集団に対してもたらす効果は現在まで明らかに
なっておらず，議論に対する注目とは対照的にその学術的成果は停滞しつつある。こうした状況下
においては，既存研究では何が分かっており，何が議論されていない重要な論点なのかを明確にす
ることが有効である。
　以上の問題意識を出発点として，本稿では既存のダイバーシティ研究に対するレビューを行い，
そのレビューを通して未言及の論点を提示することを目的に議論を展開してきた。その結果，現在
のダ・fバーシティ研究をダイバーシティの効果を説明するアプローチの変化という視点から考察し
てみると，現在のダイバーシティ研究には属性の分類に関して対立が存在することが明らかになっ
た。ここでの属性の分類に関する対立とは，ダイバーシティの効果を説明する際，主効果アプロー
チのように，ある一つの属性におけるダイバーシティが結果変数に対して特定の主効果を持つとい
う前提に基づき属性を分類し，その属性の分類を用いてダイバーシティの効果を説明することが現
在においても有効かどうかに関する対立である。この議論には2つの立場が存在しており，一方
の立場は個々の属性におけるダイバーシティは結果変数に対して特定の主効果を持つため属性を分
類して扱うことは現在でも有効であると主張しているのに対して，もう一方の立場はあらゆる属性
におけるダイバーシティは結果変数に対して潜在的にプラス及びマイナスの効果をもたらしうるの
で命題に基づき属性を分類して扱うことは有効ではないと主張している。本稿ではこの論点がダイ
バーシティの効果を説明するモデルの構築に決定的に影響を与えていることを示した上で，この属
性の分類に関する議論はダ・fバーシティ研究の今後の展開として価値のある議論であると結論付け
た。
　以上のように本稿では属性の分類の議論に関して主に学術的側面からその重要性を論じてきた
が，この議論は学術的だけでなく実務的な示唆も含んでいる。本稿の最初でダイバーシティの概念
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が社会に普及しつつあることを指摘したが，実際には属性や次元によって受け取り方には相違が見
られる。例えば，専門性におけるダイバーシティなど本稿の分類で仕事志向の次元に分類される属
性におけるダイバーシティはその仕事に直接的に関係しているというイメージからパフォーマンス
等の向上に貢献すると受け止められている一方で，性別や人種・民族など人口統計的次元に属する
属性のダイバーシティはマイノリティ救済や雇用機会均等など規範的側面からの意義は認めつつ
も，パフォーマンス等との関係性に関しては悲観的なイメージが先行しているのが現状である。つ
まり実務家がダイバーシティに対して持つイメージは決して単一ではなく主効果アプローチの命題
に沿ったイメージであると指摘することが可能である。よって本稿が今後の研究課題として指摘し
た属性の分類の理解を深めることはこの直感やイメージが正しいかどうかを検証する機会にもな
り，この点において実務的な意義を十分に持つ議論と指摘可能である。
　4．2　限界
　本稿は既存のダ・fバーシティ研究に対してレビューを行い，従来の研究では未言及の論点を指摘
したのだが，本稿にはいくつかの限界が存在する。それは本稿の議論が主に既存のレビュー論文を
参考に議論しているため具体性に欠ける点と，近年注目されている議論の一つである，複数の属性
の組み合わせとその関係性から結果変数に対する効果を理解する視点を含んでいない点である。
　本稿の議論は主に既存の叙述的レビューやメタアナリシスを参考に議論を展開した。このこと
は，本稿の目的である，既存のダイバーシティ研究の変遷を把握した上で未言及の論点を抽出する
ことに関しては有効だが，一方で議論が具体性に欠けるという限界を孕んでいる。例えば本稿の議
論は集団・ユニットレベルを想定して議論してきたが，具体的にどのようなタスクを行う集団・ユ
ニットを想定しているかに関しては検討に含めていない。またダイバーシティの測定の議論に関し
ても，本稿では客観的測定と主観的測定という視点から概説したが，個別の属性におけるダイバー
シティの測定方法に関しては検討に含めていない。これらの点は本稿のアプローチの性格上生じた
ものだが，こうした集団のタイプやダイバーシティの測定に関するより具体的な議論はダイバーシ
ティの効果を説明する上で重要な議論であることは明白である。よってこうしたより具体的な議論
に本稿が論究することができなかった点は本稿が持つ限界の一つと指摘することが可能であろう。
　また本稿の議論はある一つの属性におけるダイバーシティの効果を議論の対象としてきた。しか
し，近年結果変数に対する効果を複数の属性間の関係性から考察する考え方がダ・イバーシティ研究
にも取り入れられ始めている。その代表的な例として一部の研究老たちはグループ内に存在する複
数の属性の組み合わせやその相関性からダイバーシティの効果を考察する「フォールト・ラインズ
（faultlines）」という考え方をダイバーシティ研究に取り入れている（e．g．，　Lau＆Murnighan，
1998；Thatcher＆Pate1，2012）。この考え方はそれまでのダイバーシティ研究とは異なり，グルー
プ内の個人を複数の属性を持つ複雑な束として捉えている点が特徴的であり（Bezrukova　et　al．，
2009：25），フォールト・ラインズは「複数の属性に沿った結合に基づいてグループを比較的同質
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的なサブグループへと分割する仮想の境界線（Lau＆Murnighan，1998：328）」として定義されて
いる。このフォールト・ラインズはソーシャル・カテゴリー化のプロセスとの関係で論じられるこ
とが多く，パフォーマンス等の結果変数に対するマ・fナスの効果をより詳しく説明できる概念とし
て近年注目を集めている。本稿はこうした集団・ユニット内に存在するある属性と別の属性との組
み合わせについて議論の対象に含めておらず，一つの属性におけるダイバーシティに焦点を当てて
議論を展開した。しかし，一つの属性のみで結果変数に対する効果を考察する手法には限界が見え
始めており，今後はこうした複数の属性間の関係性を含めてその効果を考察することが必要だろう。
　4．3結びにかえて
　本稿ではダイバーシティが組織や集団に与える効果に注目し，既存研究のレビューを参考に未言
及の重要な論点を指摘した。しかし本稿の取り組みのようなダイバーシティ概念そのものに注目し
た研究は日本ではほとんど行われていないのが現状である。谷川（2012）が指摘するように，日
本においてダイバーシティを扱った研究はダイバーシティに対する企業や組織の取り組みを研究対
象にしたダイバーシティ・マネジメント研究がほとんどである。さらにその議論も政治的及び規範
的議論が中心であり，本稿のようなダイバーシティ及びその効果を冷静に考察する研究は理論研
究，実証研究ともに皆無に等しい。しかし，Konrad（2003：14）はダイバーシティに関する研究
が北米を中心に議論されていることを指摘した後，北米以外の地域の研究者は北米で顕著ではない
問題を提起することや北米の研究で提示されたモデルが他の地域で適合しないことを示すことによ
ってダイバーシティに関する研究に貢献できると指摘している。したがってダ・イバーシティ概念そ
のもの及びその効果に注目した研究を日本において実施することの意義は十分存在すると考えられ
る。こうした取り組みが活発に行われることにより，ダイバーシティの直面する実務家に対してさ
らなる有益な助言を提供することが可能になるだろう。
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